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鉄道を取り巻く近年の諸状況について
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輸送の状況

◇ 旅客輸送の推移

平成５年度（ピーク時）から平成１６年度にかけての推移では、大手民鉄の輸送人員の減少など
により鉄道旅客輸送人員が約４％減少。
旧運輸政策審議会答申時の見通し（平成２２年度鉄道旅客輸送人員（平成７年度を起点に算出）：約２１８億人～２２１億人）を
既に下回った状態。
平成１０年度から平成１６年度については、輸送人員全体では横ばいであるが、地域により差が
生じている。

（注）中小に分類されるものは、事業者数も営業キロも増えているため、見た目上は
需要減少が見られない。

【参考】

○ 大手民鉄（関東８社）の輸送人員の推移

○ 大手民鉄（関西５社＋名鉄・西鉄）の輸送人員の推移

○ 輸送人員の推移

出典：鉄道統計年報

 事業者数（Ｈ１６） 営業キロ（Ｈ１６） 営業キロ（Ｈ６）
中小 １４４ ４，１２６ ３，５９６

公営 １２ ５７０ ４５９

営団 １ １８３ １６２

大手 １５ ２，７９６ ２，８６５

ＪＲ ６ ２０，００７ ２０，１３５ １



人口の推計

◇ 人口の推移

予測より早く、２００５年に人口減少社会に突入。
生産年齢人口については、既に２０００年に大阪圏、名古屋圏を含め、全体的に減少。
近年人口が増加した都道府県は大都市圏を中心に１４（うち関東、中部、近畿圏で１１）、減少し
た都道府県は３３。（直近５年間）
将来推計人口については、いずれの県等においても順次、減少期を迎える。
一方、高齢化については、２００６年で国民の５人に１人が高齢者、２０年後の２０２５年には約４
人に１人が高齢者の社会となる推計。

○ 大都市圏の生産年齢人口の推移○ 全国の人口の将来推計人口 ○ 大都市圏の将来推計人口

出典：都道府県別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）

（単位：千人）
2000年 2010年 2020年 2030年

埼玉県 6,938 7,188 7,178 6,917
千葉県 5,926 6,093 6,037 5,764
東京都 12,064 12,431 12,436 12,150
神奈川県 8,490 8,817 8,847 8,624

33,418 34,529 34,498 33,455
100.0 103.3 103.2 100.1
7,043 7,205 7,114 6,834
100.0 102.3 101.0 97.0

京都府 2,644 2,647 2,578 2,443
大阪府 8,805 8,673 8,269 7,661
兵庫県 5,551 5,643 5,554 5,325

17,000 16,963 16,401 15,429
100.0 99.8 96.5 90.8
126,926 127,473 124,107 117,580
100.0 100.4 97.8 92.6

全国

東京圏

名古屋圏

大阪圏

計

愛知県

計

（単位：千人）
1995年 2000年

埼玉県 4,977 5,011
千葉県 4,225 4,236
東京都 8,705 8,686
神奈川県 6,098 6,121

24,005 24,054
100.0 100.2
4,919 4,915
100.0 99.9

京都府 1,842 1,810
大阪府 6,412 6,224
兵庫県 3,756 3,776

12,010 11,810
100.0 98.3
87,165 86,220
100.0 98.9

大阪圏

計

全国

東京圏

計

名古屋圏 愛知県
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Ｈ１４推計の予想
ピークは2006年

Ｈ９推計の予想
ピークは2007年

参考：高齢者比率（Ｈ１４推計）

2006：約５人に１人が高齢者

2025：約４人に１人が高齢者

2050：約３人に１人が高齢者

2004年12月にピーク
12,783万人

【凡例】

※青線：実績値（総務省統計局国勢調査）

※黒実線：平成１４年度推計

※黒点線：平成９年度推計 ２
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旅客輸送機関分担率の状況

◇ 距離帯別旅客輸送機関分担率

鉄道は、旅客輸送人員の３０％、公共輸送機関輸送人員の７５％を担っている。平成６年度と比
較すると、それぞれ６．８％減、４．５％増。
他機関との距離帯別シェアでは
（１）近距離及び３００ｋｍ未満の輸送では自動車にシェアを奪われている。
（２）５００～７５０ｋｍの距離帯において鉄道のシェアが最も高いが航空のシェアが拡大してきて
いる。

◇旅客輸送の分担率

【平成６年度（１０年前）】鉄道：３６．７％、バス：１２．７％、乗用車：５０．１％、
旅客船：０．２％、航空：０．１％

【平成６年度（１０年前）】鉄道：７１．０％、営業用バス：１９．４％、ハイヤー・
タクシー：８．９％、旅客船：０．５％、航空：０．２％

全体の輸送量（輸送人員）は、平成６年度から平成１６年度で８３０億人から
８８０億人へ６％増加。

出典：陸運統計要覧

○ 距離帯別旅客輸送機関分担率
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（注）乗用車は自家用貨物車を除く。

○ 輸送人員の輸送機関別分担率（Ｈ１６）

○ 輸送人員の公共輸送機関別分担率（Ｈ１６）

３
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運輸収入の状況

◇ 運輸収入の推移

運輸収入の推移は、輸送量の推移と同一基調で、総じて増収は期待し難い状況。また、現段階
では地域間の格差が見られる。
なお、収入の中で定期収入比率は、減少基調となっている。

大手民（鉄関東8社）の運輸収入
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大手民鉄（関西5社＋名鉄・西鉄）の運輸収入
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出典：鉄道統計年報

○ 大手民鉄（関東８社）の運輸収入 ○ 大手民鉄（関西５社＋名鉄・西鉄）の運輸収入

○ ＪＲ北海道の運輸収入 ○ ＪＲ四国の運輸収入 ○ ＪＲ九州の運輸収入

４
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総係費 車 両 輸送力整備 経営の 
体質改善 

輸送設備 
維持更新 

平成５年度 223 1,459 787 1,643 1,377 
平成１６年度 234 1,484 555 1,031 1,685 

設備投資額の推移

◇ 設備投資額の推移

大手民鉄、ＪＲいずれも輸送力増強投資が減少している。
大手民鉄の設備投資は、近年特に踏切及び運転保安工事、サービス改善工事（安全対策、バリ
アフリー対策）に重点がシフトしている。
設備投資の内訳をＪＲの例で見ると、維持・更新投資のシェアが最も高い。

（参考）平成５年度と平成１６年度の設備投資額の内訳 （単位：億円）

 輸送力 
増強工事

踏切及び 
運転保安工事 

サービス 
改善工事 

鉄道・運輸

機構工事 

出典：鉄道統計年報、国土交通省鉄道局資料

平成５年度 2,149 1,351 284 275
平成１６年度 833 1,360 397 83

 

（参考）平成５年度と平成１６年度の設備投資額の内訳
（単位：億円）

○ 大手民鉄の設備投資額と減価償却費の推移 ○ JR旅客６社の設備投資額と減価償却費の推移

５



（単位：百万円）

18年度予算額 14年度予算額
【公共事業関係費】 113,779 126,927
〔新幹線〕 70,600 70,000
　新幹線鉄道整備 70,600 70,000
〔都市・幹線鉄道〕 43,179 -
　都市鉄道利便増進 150 -
　地下鉄・ニュータウン鉄道等整備 23,297 27,915
　幹線鉄道等活性化 1,502 413
　鉄道駅総合改善 1,161 195
　地下駅火災対策施設整備 2,850 -
　鉄道駅耐震補強事業 300 -
　地下鉄等災害情報基盤整備事業 100 -
　バリアフリー 2,400 600
　貨物鉄道整備 201 50
　鉄道防災事業 500 610
　その他（地下鉄等の過去分） 10,718 26,144
【その他事項経費】 45,188 78,353
　鉄道技術開発費補助金 1,197 1,525
　整備新幹線建設推進高度化等事業費補助金 3,450 3,168
　鉄道軌道整備費等補助金 3,469 2,954
　交通施設バリアフリー化設備整備費補助金 3,000 3,400

区分
国費

1,265

1,403

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

2002 2003 2004 2005 2006

公的財源の状況

◇ 鉄道整備関係予算について

鉄道関連予算においても縮減傾向の中、各施策への予算を措置。

（注）年金給付等特例業務補助金を除く。

政府一般会計：７９兆７千億

（２００６年度）

政府一般会計：８１兆２千億

（２００２年度）

○ 鉄道整備関係予算について

○ 鉄道局の予算規模の推移
（単位：億円）

６



◇ 輸送機関別CO2排出原単位
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ｇ-CO２／人キロ

１人を１km運ぶのに排出されるCO2の比較（2002年度）
出典：運輸・交通と環境（2005年版）
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１人を１km運ぶのに排出されるCO2の比較（2002年度）
出典：運輸・交通と環境（2005年版）

地球温暖化対策は、喫緊の課題。２０１０年ＣＯ２排出量を運輸分野で２，４５０万ｔ削減する必要。
他の交通機関との比較において、鉄道が最も環境に対する負荷が小さい。
鉄道の利用促進に資する利便対策などを進めていく以下の諸施策を行っていくことが京都議定
書目標達成計画において位置付けられている。

例えば、鉄道は自家用乗用車に対して、１
人を１ｋｍ運ぶのに排出されるCO2の量は約
１０分の１であり、環境に対する負荷が小さい。

対   策 内   容 排出削減見込量（万ｔ－CO2） 

公共交通機関の利用促進 

・鉄道新線整備の推進 
・都市部における新交通システム

等中量軌道システム、LRT整備
の推進 

・IC カードの導入等情報化の推
進、乗り継ぎ改善、シームレス

な公共交通の実現等によるサー

ビス・利便性向上を通じた公共

交通機関の利用促進    等

約３８０ 

鉄道貨物へのモーダルシフト 

・山陽線鉄道貨物輸送力増強事業

・環境にやさしい鉄道貨物輸送の

認知度向上の推進（エコレール

マークの普及、推進等）   等

約９０ 
 

鉄道のエネルギー消費効率の向上 ・新規車両の導入に対する支援等 約４０ 
 

京都議定書目標達成計画（抄）
（平成１７年４月閣議決定）

地球環境問題への対応

７



利用者意識の動向

◇ 鉄道に対する利用者のニーズ 鉄道に対する満足度（社会資本の整備に関する世論調査より）

55.9

56.4

56.6

17.4

20.2

20

26.7

23.3

23.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成１６年調査

平成１０年調査

平成６年調査

（一応）満足している わからない 不満がある

ＥＶ、ＥＳ化
9%

高齢者等へ
の配慮
9%

その他
15% アクセス、

接続
23%

混雑
10% 運賃

16%

運行頻度
18%

鉄道に対しては、依然として様々なニーズが強く、対応が必要。
経営環境も厳しい中、様々な施策を行っているがまだまだ続く利用者利便対策の必要性。

社会資本の整備に関する世論調査
（内閣府）
・母集団：全国２０歳以上の者
・標本数：３，０００人
（有効回収数：２，１３６人）

平成１６年度調査においては、鉄道に
対する不満が３．４％増加。

アクセス、接続や運行頻度、運賃、混雑
等に不満あり。

８



利用者意識の動向（居住地等別）

表８　ＪＲや私鉄・地下鉄の不満な点
（不満があると答えた者に，複数回答）

該当者数

路線が不
便だ（駅ま
で遠い、
接続が悪
い）

運行回数
が少ない
（待ち時間
が長い）

料金が高
い

混雑する

階段の上
り下りが多
すぎる（エ
スカレー
ターなどが
少ない）

高齢者、
障害者な
どが利用
しにくい

最終便の
時間が早
い

速度が遅
い（時間が
かかる）

その他
わからな
い

計(M.T.)

人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
総数 571 39.8 32 27.7 17.7 15.6 15.4 13.5 5.1 6.3 0.4 173.4
〔都市規模〕
大都市 98 30.6 20.4 30.6 31.6 24.5 18.4 13.3 8.2 7.1 － 184.7

東京都区部 30 26.7 23.3 26.7 56.7 36.7 26.7 13.3 6.7 6.7 － 223.3
政令指定都市 68 32.4 19.1 32.4 20.6 19.1 14.7 13.2 8.8 7.4 － 167.6

中都市(1)（30万以上） 105 34.3 16.2 24.8 27.6 18.1 15.2 20 2.9 12.4 － 171.4
中都市(2)（30万未満） 114 35.1 33.3 35.1 17.5 21.1 20.2 11.4 8.8 7 － 189.5
小都市 108 45.4 36.1 30.6 8.3 6.5 11.1 15.7 4.6 5.6 － 163.9
町村 146 49.3 47.3 19.9 8.2 10.3 13 8.9 2.1 1.4 1.4 161.6
〔性〕
男性 257 38.1 35.8 26.8 19.1 12.1 14 15.2 8.2 7 0.4 176.7
女性 314 41.1 29 28.3 16.6 18.5 16.6 12.1 2.5 5.7 0.3 170.7
〔年齢〕
20～29歳 63 34.9 42.9 22.2 20.6 9.5 6.3 22.2 9.5 6.3 － 174.6
30～39歳 98 40.8 24.5 40.8 23.5 16.3 12.2 17.3 7.1 5.1 － 187.8
40～49歳 100 29 47 33 21 12 12 21 5 8 － 188
50～59歳 131 39.7 35.9 29 17.6 14.5 17.6 11.5 3.8 6.1 － 175.6
60～69歳 114 45.6 21.9 21.9 13.2 21.9 20.2 6.1 3.5 7.9 － 162.3
70歳以上 65 49.2 20 12.3 9.2 16.9 21.5 4.6 3.1 3.1 3.1 143.1

◇ JRや私鉄・地下鉄の不満な点

大都市圏においては混雑やバリアフリー対応に、小都市・町村においてはアクセス性や運行回
数に対する不満が強い。利用者の年齢によっても求めるサービスに差がみられる。

［社会資本の整備に関する世論調査］
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